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１ 前年度指摘事項等に対する措置等 

 

（１）指摘事項 

 該当なし 

 

（２）監査意見 

該当なし 

 

（３）決算審査意見 

 該当なし 

 

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況 

 

決 算 審 査 意 見 処  理  状  況  等 

６ 建設産業の就労環境改善について 

県土の強靭化を実現する上で、建設産業が担う

役割は非常に大きいものがあるが、平成29 年

の従事者における55 歳以上の割合は41.6％、

29 歳以下は7.8％となっており、高齢化の進展

と若手入職者の減少傾向に歯止めがかかってい

ない。 

県では、業界が行う魅力発信や高校生のイン

ターンシップ受入、入職者のスキルアップ等に

対する支援を行っているが、将来にわたって担

い手を確保し、本県の基盤整備を支える持続可

能な産業となるためには、平成26 年の担い手

三法、令和元年の新担い手三法の趣旨を踏まえ

た働き方改革、元請下請関係の適正化等が必要

不可欠である。 

ついては、県としても業界団体等と連携し、労

働環境の改善や元請下請関係の適正化に向けた

実効性のある制度設計とその運用のあり方を不

断に検討し続けるべきである。 

 

 

建設業界の「働き方改革」に資するため、今後さら

に、行政手続きの電子化を国と歩調を合わせて取り組

むとともに、元請下請関係のさらなる適正化に向け、

新たに、これらの契約内容に関する定期的な立入検査

を行っていく。 

また、令和２年５月策定の「建設工事従事者の健康と

安全の確保に関する鳥取県計画」の実行により、労働

災害、安全講習会の情報共有や安全経費確保対策の促

進等、労働局などの関連機関と連携して普及・啓発を

図り、「安全」の切口での現場環境の着実な整備を進め

る。 

さらに、現場目線での労働環境改善に向けて、女性が

中心となったネットワーク組織の活動を支援してい

く。 

 

３ 職員の定員、現員調べ 

 

種別 

 

区分 

事務職員 技術職員 現業職員 合 計 

備  考 3.4.1 

現 在 

2.4.1 

現 在 

3.4.1 

現 在 

2.4.1 

現 在 

3.4.1 

現 在 

2.4.1 

現 在 

3.4.1 

現 在 

2.4.1 

現 在 

定   員 17 17   5   5   22 22 
 

 

現   員 
（ ） 

  18 

（ ） 

18 

（ ） 

  4 

（ ） 

  4 

（ ） 

 

（ ） 

 

（ ） 

22 

（ ） 

22 

 

 

過不足(△)   1   1 △1 △1   0   0   0   0 
 

 

臨 時 的 

任 用 職 員 
        

 

 

会 計 年 度 

任 用 職 員 
  6   6       6   6 

一般事務５名 

事務補助１名 

1



 

 

４ 役付職員の調べ 

（令和３年7月１日現在） 

職    名 氏    名 在 職 期 間 備    考 

県土整備部長 森田 豊充 
年 

 

月 

   3 

 

 

県土整備部次長兼県土総務課長 山本 雅美    1    3 
 

 

県土整備部次長 蒲原 潤一     3  

建設業・入札制度室長 西村 克則     3  

用地室長 田中 義一     3  

課長補佐 永美 収     3  

課長補佐 宮本 三枝子    1    3  

課長補佐 富谷 愛     3 
継続勤務期間2年3ヶ月 

(係長2年、課長補佐3ヶ月) 

課長補佐 遠藤 賢    1    3  
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５ 主な事業に関する調べ 

（単位：千円） 

事   業   名 決算額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 起  債 そ の 他 一般財源 

建設産業担い手育成支援事業 6,783    6,783 

将来ビジョン                － 

令和新時代創生戦略 ３－２－２ 戦略的な産業人材の育成・確保 

政策項目                － 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

建設業法等担い手三法の改正（平成２６年６月）により、建設技能労働者等、担い手の育成確保は、建設業者・建設

業団体の責務として法律に明記された。建設業者等によるこの担い手の育成・確保の取組を後押しするため、平成２７

年度に６つの補助メニューを整備し、様々な形で支援を行っている。 

また、建設技能労働者の就労環境の改善に向けて、県設計額と下請契約額の比較分析調査を実施。この結果をもと

に、元請、下請業者に立ち入り、建設技能労働者の賃金状況を確認し、必要なその水準確保等に向けて、助言や指導を

行っている。 

 

（イ）事業の実施状況 

《建設産業担い手育成支援事業》 

 〔補助事業〕 

  ● 高校生のインターンシップ受入企業支援事業 

県内土木建設業への就業意欲向上のため、高校生の「実習・体験学習」や「学外実習」を受け 

   入れた建設関係企業に対し、その受入れに伴う経費の一部を支援した。 

【受入企業数】１２社（研修生数：２１名） 

【研修実施校】米子工業高、米子南高 

【補助額合計】３２４千円 

  ● 建設業の魅力発信事業 

若者や女性に建設業に興味や関心を持ってもらうためのイベントを開催する等、建設業の魅力発信や人材確保に意

欲のある企業（団体）の行う取組に対し、その経費の一部を支援した。 

     【交付決定数】７件 

     【主な実績】舗装工事施工体験（中部建設業協会）、高校生の現場見学会（中部土木施工管理 

技士会）、建設機械の乗車体験（西部建設業協会青年部会） 等 

      【補助額合計】１，２６８千円 

  ● とっとり建設☆女星ネットワーク取組支援事業 

    とっとり建設☆女星ネットワークが主体となって行う、建設業における担い手確保・育成に係る取組に対して費用

の一部を補助した。 

     【交付決定数】１件 

     【補助額合計】９６千円      

    ● 鳥取県建設労働者等スキルアップ事業 

       建設労働者が１級又は２級土木施工管理技士資格を取得するために民間研修を受講する際の 

受講料について、その所属する建設業者に対して費用の一部を支援した。 

   【交付決定数】２１社（受講者数１級：１１名（７社）、２級：１８名（１４社）） 

    【補助額合計】８７０千円 

● 鳥取県建設労働者スキルアップ研修フォロー事業 

    建設労働者が、１級又は２級土木施工管理技士資格取得を目的とした県の研修を受講する際、 

   その研修期間中における受講者の業務を会社内でフォローする者の人件費について、建設業者に 

対してその費用の一部を支援した。 

   【交付決定数】１社 
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   【補助額合計】３０千円 

〔委託事業〕 

  ● 土木ツアー＆どぼくカフェ 

    新型コロナウイルス感染症拡大の影響により中止 

 

《技能労働者の就労環境改善事業》 

 （公財）鳥取県建設技術センターに委託し、とび工、型枠、塗装等の専門工事に係る下請を中心に、県発注工事における

県の設計額と元請と下請の契約額を比較分析し、契約額の水準を把握の上、立入調査により賃金水準や契約状況を確認し

、必要な助言、指導を行った。 

分析件数 

※鳥取県建設技術 

センター受託 

立入調査件数 

※鳥取県実施 

立入調査時の指導内容 

７１件 

（７６件） 

３０件 

（２７件） 

・ 設計金額における直接工事費下請該当額と法定福利費（社会保険

料）の合計額が下請契約額において下回らないこと 

・ 公共工事設計労務単価を考慮した賃金水準が確保されること 

  ＊ （ ）内は、前年度の実績件数。 

 

イ 令和２年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

《建設産業担い手育成支援事業》 

  ○ 「建設業で働く女性の就労環境整備事業」の活用が低迷していたため、当該事業を廃止し、民間団体（と

っとり建設☆女星ネットワーク）の活動への支援を新たに開始した。 

  ○ 女性活躍の推進に向けた啓発事業として、「とっとり新・建設業事例集」を作成して入札参加資格者に配布

した。 

 

ウ 成果及び効果 

《建設産業担い手育成支援事業》 

  ○ 建設労働者等スキルアップ（研修フォロー）事業の活用により研修を受講した者について、土木施工管理

技士試験において近年は全国より高い合格率となるなど、一定の合格実績が得られている。 

   （参考／試験合格率）   単位：％ 

年度 １級 ２級 

鳥取 全国 鳥取 全国 

Ｈ２９ １７ ３０ ５３ ３４ 

Ｈ３０ ６２ ３５ ６４ ３５ 

Ｒ１ ５６ ４５ ５６ ３９ 

Ｒ２ ４５ ３３ ５３ ４４ 

   

《技能労働者の就労環境改善事業》 

  ○ 入札参加資格のない下請業者は公共工事設計労務単価の認識がない場合も多く、この単価の教示

により、「契約価格交渉に活用したい」との声も寄せられ、元請と下請が対等な立場で契約するため

の環境づくりにつながっている。 

○ 県の賃金調査が、間接的に元請業者における適正価格での契約の動きにつながっている旨、複数

の下請業者からの声があり、元請と下請の円滑な取引関係を確保しながら適正な下請契約を効果的

に実現するものとして、一定の影響力がある取組となっている。 

 

エ 課 題 

 《建設産業担い手育成支援事業》 

  ○ 県内の建設業界の求人倍率は依然高い状況にあるにもかかわらず、大学生等の県内企業への定着が進まな

い。県外ゼネコン等の高い給与水準を志向する新卒者等に対し、県内建設業で働くことの魅力をどう伝え、

人材を確保するかが課題となっている。 
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  ○ 建設業界が災害時の復旧、公共インフラの維持管理など、県民の生活を守る重要な役割を担っていること

及び使命感を持って業務に従事する業界関係者の姿等を、若者をはじめとし広く県民に伝えていく効果的な

取組が必要である。このため、民間団体（とっとり建設☆女星ネットワーク）と県との連携した取組や、民

間団体と業界団体との連携への支援等を進めることが必要と考えている。 

《技能労働者の就労環境改善事業》 

  ○ 下請業者への調査時には、元請からの不当な契約を強いられている等の声を直接把握することはないが、

元請と下請という関係も踏まえ、さらに慎重に聞取りを行うことが求められている。 

○ 技能労働者の労働災害防止のため、「建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する鳥取県計画」（令和２

年５月策定）に基づき、安全対策経費や安全意識の啓発等、国・市町村・関係団体との連携を進めることが

必要である。 
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 額
 

Ｃ
 

 

差
引

残
額
 

（
不

用
額

）
 

Ａ
-Ｂ

-Ｃ
 

備
 考

 
当

初
予
算

額
 

補
正

予
算

額
 

継
続

費
及

び
 

繰
越

事
業

費
 

繰
 
越
 

額
 

予
 備

 費
 

支
出

及
び
 

流
用

増
減
 

 

計
 

Ａ
 

本
 
庁
 

出
納

機
関
 

歳
   

出
 

諸
 
費
 

0
 

0
 
 

2
0
,7
0
4
,5

0
4
 

2
0
,7
0
4
,5

0
4 

2
0
,7
0
4
,5

0
4 

2
0
,7
0
4
,5

0
4 

0
 

0
 

0
 
  

企
画

総
務

費
 

0
 

0
 
 

2
,
70
4
,
00
0
 

2
,
70
4
,
00
0 

2
,
50
0
,
69
1 

2
,
50
0
,
69
1 

0
 

0
 

2
0
3,
3
0
9 

  

土
木

総
務

費
 

6
2
9,
9
6
0,

0
00
 
6
7
,6
8
8
,0

0
0 

(
8
,8
8
3
,0

0
0)
 

8
,
88
3
,
00
0 

△
1
7
,
49
3
,
96
3 

(
8
,8
8
3
,0

0
0)
 

6
8
9,
0
3
7,

0
37
 
6
6
0,
5
2
3,

3
84
 
5
7
5,
7
2
5,

4
38
 
8
4
,7
9
7
,9

4
6 

0
 
(
8
,8
8
3
,0

0
0)
 

2
8
,5
1
3
,6

5
3 

  

建
設

業
指

導
監
督

費
 

1
2
,2
5
1
,0

0
0 

0
 

 
0
 

1
2
,2
5
1
,0

0
0 

1
0
,0
8
4
,6

4
5 

1
0
,0
8
4
,6

4
5 

 
0
 

2
,
16
6
,
35
5 

  

合
 
計
 

6
4
2,
2
1
1,

0
00
 
6
7
,6
8
8
,0

0
0 

(
8
,8
8
3
,0

0
0)
 

8
,
88
3
,
00
0 

5
,
91
4
,
54
1 

7
2
4,
6
9
6,

5
41
 
6
9
3,
8
1
3,

2
24
 
6
0
9,
0
1
5,

2
78
 
8
4
,7
9
7
,9

4
6 

 
(
8
,8
8
3
,0

0
0)
 

3
0
,8
8
3
,3

1
7 
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７
　

事
業

別
実

施
状

況
調
べ

（
単

位
：

円
、

％
）

当
初

予
算
額

補
正

予
算
額

継
続

費
及
び

繰
越

事
業
費

繰
　

越
　
額

予
 
備
 
費

支
出

及
び

流
用

増
減

計 Ａ

（
諸

費
）

0
2
0
,
7
0
4
,
5
04

2
0
,
7
0
4
,
5
04

2
0
,
7
0
4
,
5
04

0
0

0
0

0
2
0
,
7
0
4
,
5
04

2
0
,
7
0
4
,
5
04

2
0
,
7
0
4
,
5
04

0
0

（
目

）
（

土
木

総
務

費
）

3
6
,
9
3
7
,
0
00

0
0

△
 
1
7
,
6
3
3
,
2
63

1
9
,
3
0
3
,
7
37

1
2
,
6
3
7
,
2
70

6
,
6
6
6
,
4
67

6
5
.
5%

(
8
,
8
8
3
,
0
0
0
 )

(
8
,
8
8
3
,
0
0
0
 )

(
8
,
8
8
3
,
0
0
0
 )

6
2
,
7
8
3
,
0
00

0
8
,
8
8
3
,
0
00

0
7
1
,
6
6
6
,
0
00

6
2
,
1
4
0
,
1
57

0
9
,
5
2
5
,
8
43

8
6
.
7%

9
,
6
3
0
,
0
00

△
 
2
,
5
4
7
,
0
00

0
1
0
,
0
00

7
,
0
9
3
,
0
00

6
,
7
8
3
,
3
08

0
3
0
9
,
6
92

9
5
.
6%

1
1
,
8
9
0
,
0
00

△
 
4
,
7
4
6
,
0
00

0
1
2
9
,
3
00

7
,
2
7
3
,
3
00

4
,
5
1
5
,
3
46

0
2
,
7
5
7
,
9
54

6
2
.
1%

1
8
6
,
0
00

0
0

1
8
6
,
0
00

7
2
,
0
00

0
1
1
4
,
0
00

3
8
.
7%

公
共

施
設

管
理

サ
ポ

ー
タ

ー
事
業

公
共

施
設

管
理

に
関

心
の

あ
る

県
民

を
サ

ポ
ー

タ
ー

と
し

て
登
録

し
、

そ
の

意
見

・
助

言
を

も
と

に
施

設
管

理
を

図
っ

た
。

（
不

用
理

由
）

２
月

補
正

時
点

で
は

執
行

状
況

及
び

執
行

見
込

が
不

明
の

た
め

、
留

保
し

て
い

た
も

の
。

建
設

工
事

等
入

札
制

度
管

理
費

（
主

）
建

設
産

業
担

い
手

育
成

支
援
事

業
「

主
な

事
業

に
関

す
る

調
べ

」
の

と
お
り

1
0
,
0
0
0円

は
県

土
総

務
管

理
運

営
費

か
ら

の
流
用

用
地

関
係

業
務

公
共

事
業

を
行

う
た

め
の

用
地

取
得

業
務

を
円

滑
に

進
め

る
た

め
に

要
す

る
経
費

【
土

地
収

用
審

査
費
】

　
・

県
収

用
委

員
会

を
運

営
し

、
委

員
会

を
開

催
し

た
。

ま
た

、
市

町
村

事
業

認
定

を
行

っ
た
。

【
登

記
推

進
事

業
】

　
・

事
業

施
行

中
に

判
明

し
た

河
川

内
の

私
有

地
（

未
登

記
の
土

地
）

等
に

つ
い

て
、

用
地

買
収

を
行

っ
た
。

【
用

地
管

理
費
】

　
・

用
地

取
得

、
損

失
補

償
に

関
す

る
研

修
会

の
開

催
及

び
用

地
取

得
事

務
に

係
る

シ
ス

テ
ム

の
デ

ー
タ

管
理

を
行

っ
た
。

【
国

有
地

等
管

理
事

業
（

法
定

受
託

事
務

と
し

て
、

国
有

海
浜

地
等

を
管

理
）
】

　
・

海
浜

地
と

し
て

行
政

目
的

を
失

っ
た

国
有

地
を

米
子

市
へ

譲
与

し
た

。
ま

た
、

国
有

財
産

の
適

正
管

理
の

た
め

、
除

草
等

を
行
っ

た
。

【
鳥

取
県

土
地

開
発

公
社

管
理

事
務

費
補

助
金
】

　
・

用
地

の
先

行
取

得
等

を
行

う
県

土
地

開
発

公
社

の
経

常
的

経
費

を
助

成
し

た
。

（
不

用
理

由
）

　
・

収
用

委
員

会
の

裁
決

案
件

に
係

る
鑑

定
料

の
未

執
行

　
・

収
用

委
員

会
開

催
数

の
減

（
審

議
案

件
が

少
な

く
(
裁

決
事
件

＝
１

件
)
、

コ
ロ

ナ
禍

も
考

慮
）

に
伴

う
報

酬
減

（
流

用
）
1
2
9
,
3
0
0円

は
県

土
総

務
管

理
運

営
費

か
ら

の
流
用

県
土

総
務

管
理

運
営
費

県
土

整
備

部
内

及
び

県
土

整
備

事
務

所
（

局
）

内
の

連
絡

調
整
業

務
・

人
事

に
関

す
る

業
務

に
要

す
る

経
費
。

国
の

指
定

統
計

と
し

て
、

国
土

交
通

大
臣

の
指

定
し

た
事

業
所

を
対

象
に

建
設

工
事

の
受

注
高

調
査

及
び

施
工

実
績

調
査

を
行

う
た

め
の

経
費
。

△
1
3
9
,
3
0
0円

は
建

設
産

業
担

い
手

育
成

支
援

事
業

・
用

地
関

係
業

務
へ

の
流

用
、

△
1
7
,
4
9
3
,
9
6
3円

は
道

路
建

設
課

・
河

川
課

・
道
路

企
画

課
・

技
術

企
画

課
へ

の
所

管
換

配
当

（
不

用
内

容
）

標
準

事
務
費

（
不

用
理

由
）

２
月

補
正

時
点

で
は

部
内

事
務

費
の

執
行

状
況

及
び

執
行

見
込

が
不

明
の

た
め

、
留

保
し

て
い

た
も

の
。

事
 
業
 
名

予
　

　
算

　
　

現
　

　
額

支
出

済
額

（
決

算
額
）

Ｂ

翌
年
度

繰
越
額

Ｃ

差
引

残
額

（
不

用
額
）

Ａ
-
Ｂ
-
Ｃ

執
行
率 B
/
A

事
業

計
画

と
実

績
・

成
果
、

不
用

額
の

理
由
等

国
庫

返
還
金

国
庫

補
助

事
業

の
精

算
に

伴
う

返
還

金
で

あ
る
。

2
0
,
7
0
4
,
5
0
4は

財
政

課
か

ら
の

所
管

換
配
当

目
　
計

―
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（
単

位
：

円
、

％
）

当
初

予
算
額

補
正

予
算
額

継
続

費
及
び

繰
越

事
業
費

繰
　

越
　
額

予
 
備
 
費

支
出

及
び

流
用

増
減

計 Ａ

2
2
,
9
3
0
,
0
00

0
0

0
2
2
,
9
3
0
,
0
00

2
0
,
6
2
3
,
7
38

0
2
,
3
0
6
,
2
62

8
9
.
9%

八
頭

庁
舎

別
館

屋
上

防
水

・
外

壁
塗
装

工
事

2
3
,
1
9
3
,
0
00

0
0

△
 
1
,
0
0
0
,
0
00

2
2
,
1
9
3
,
0
00

2
1
,
8
0
6
,
8
00

0
3
8
6
,
2
00

9
8
.
3%

八
頭

庁
舎

別
館

に
お

い
て

雨
漏

り
箇

所
が

３
か

所
あ

り
、

外
観

も
劣

化
が

著
し

い
た

め
補

修
を

行
っ

た
。

2
2
,
2
8
6
,
0
00

0
0

0
2
2
,
2
8
6
,
0
00

2
0
,
3
6
1
,
0
00

0
1
,
9
2
5
,
0
00

9
1
.
4%

1
3
,
9
8
7
,
0
00

0
0

1
,
0
0
0
,
0
00

1
4
,
9
8
7
,
0
00

1
3
,
8
1
1
,
6
00

0
1
,
1
7
5
,
4
00

9
2
.
2%

3
9
8
,
8
0
9
,
0
00

7
4
,
9
8
1
,
0
00

0
0

4
7
3
,
7
9
0
,
0
00

4
7
1
,9

5
2
,7

7
8

0
1
,
8
3
7
,
2
22

9
9
.
6%

2
,
8
0
2
,
0
00

0
0

0
2
,
8
0
2
,
0
00

1
,
8
8
2
,
9
47

0
9
1
9
,
0
53

6
7
.
2%

2
4
,
5
2
7
,
0
00

0
0

0
2
4
,
5
2
7
,
0
00

2
3
,
9
3
6
,
4
40

0
5
9
0
,
5
60

9
7
.
6%

(
8
,
8
8
3
,
0
0
0)

(
8
,
8
8
3
,
0
0
0)

(
8
,
8
8
3
,
0
0
0)

6
2
9
,
9
6
0
,
0
00

6
7
,
6
8
8
,
0
00

8
,
8
8
3
,
0
00

△
 
1
7
,
4
9
3
,
9
63

6
8
9
,
0
3
7
,
0
37

6
6
0
,
5
2
3
,
3
84

0
2
8
,
5
1
3
,
6
53

（
目

）
（

建
設

業
指

導
監

督
費
）

1
2
,
2
5
1
,
0
00

0
0

0
1
2
,
2
5
1
,
0
00

1
0
,
0
8
4
,
6
45

0
2
,
1
6
6
,
3
55

8
2
.
3%

1
2
,
2
5
1
,
0
00

0
0

0
1
2
,
2
5
1
,
0
00

1
0
,
0
8
4
,
6
45

0
2
,
1
6
6
,
3
55

事
 
業
 
名

事
業

計
画

と
実

績
・

成
果
、

不
用

額
の

理
由
等

予
　

　
算

　
　

現
　

　
額

支
出

済
額

（
決

算
額
）

Ｂ

翌
年
度

繰
越
額

Ｃ

差
引

残
額

（
不

用
額
）

Ａ
-
Ｂ
-
Ｃ

執
行
率 B
/
A

八
頭

庁
舎

管
理

・
総

務
会

計
事

務
処
理

費

八
頭

地
域

地
方

機
関

の
予

算
執

行
管

理
事

務
及

び
八

頭
庁

舎
の

管
理

に
要

す
る

経
費
。

建
設

業
法

関
連

事
業
費

建
設

業
界

の
健

全
な

発
展

の
た

め
、

建
設

業
許

可
お

よ
び

下
請

け
契

約
の

適
正

化
の

た
め

の
調

査
業

務
な

ら
び

に
優

良
工

事
施

工
者

の
表

彰
な

ど
を

実
施

し
た
。

【
主

な
処

理
件

数
】

①
建

設
業

許
可

　
　

　
　

　
　

　
　

６
０

６
件

②
経

営
事

項
審

査
　

　
　

　
　

　
　

９
０

１
件

③
入

札
参

加
資

格
審

査
　

　
　

１
，

３
５

８
件

【
主

な
調

査
数
】

①
下

請
取

引
等

点
検

　
　

　
　

　
　

２
０

１
件

②
施

工
現

場
実

態
調

査
　

　
　

　
　

９
１

３
件

【
優

良
施

工
業

者
の

表
彰
】

○
施

工
業

者
４

５
社

目
　
計

特
殊

車
両

庫
・

現
場

運
転

管
理
費

特
殊

車
両

車
庫

の
浄

化
槽

等
の

保
守

点
検

や
修

繕
を

行
う

経
費
。

除
雪

車
等

、
公

用
自

動
車

の
安

全
な

運
行

業
務

を
行

う
た

め
現

業
技

術
員

を
安

全
運

転
中

央
研

修
所

へ
派

遣
す

る
経

費
。

（
不

用
理

由
）

２
月

補
正

時
点

で
は

執
行

状
況

及
び

執
行

見
込

が
不

明
の

た
め

、
留

保
し

て
い

た
も

の
。

工
事

進
行

管
理

シ
ス

テ
ム

管
理
費

県
が

発
注

す
る

す
べ

て
の

工
事

に
つ

い
て

、
工

事
情

報
及

び
業

者
情

報
一

元
的

に
管

理
す

る
工

事
進

行
管

理
シ

ス
テ

ム
を

運
用

管
理

し
、

業
務

の
効

率
化

を
図

っ
た
。

目
　
計

八
頭

庁
舎

車
庫

倉
庫

棟
改

修
工
事

八
頭

庁
舎

車
庫

倉
庫

棟
の

屋
根

・
外

装
部

・
開

口
部

の
改

修
を
行

う
。

八
頭

庁
舎

会
議

棟
改

修
工
事

八
頭

庁
舎

会
議

棟
の

屋
根

・
外

壁
部

・
開

口
部

の
改

修
を

行
う
。

職
員

人
件

費
（

土
木

総
務

費
）

県
土

整
備

部
及

び
県

土
整

備
事

務
所

（
局

）
の

幹
部

職
員

等
の

給
与

等
に

要
す

る
経

費
。
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（
単

位
：

円
、

％
）

当
初

予
算
額

補
正

予
算
額

継
続

費
及
び

繰
越

事
業
費

繰
　

越
　
額

予
 
備
 
費

支
出

及
び

流
用

増
減

計 Ａ

（
目

）
（

企
画

総
務

費
）

0
0

0
2
,
7
0
4
,
0
00

2
,
7
0
4
,
0
00

2
,
5
0
0
,
6
91

0
2
0
3
,
3
09

9
2
.
5%

0
0

0
2
,
7
0
4
,
0
00

2
,
7
0
4
,
0
00

2
,
5
0
0
,
6
91

0
2
0
3
,
3
09

(
8
,
8
8
3
,
0
0
0)

(
0
)

(
8
,
8
8
3
,
0
0
0)

(
0
)

(
8
,
8
8
3
,
0
0
0)

6
4
2
,
2
1
1
,
0
00

6
7
,
6
8
8
,
0
00

8
,
8
8
3
,
0
00

5
,
9
1
4
,
5
41

7
2
4
,
6
9
6
,
5
41

6
9
3
,
8
1
3
,
2
24

0
3
0
,
8
8
3
,
3
17

職
員

人
件

費
（

企
画

総
務

費
）

会
計

年
度

任
用

職
員

人
件

費
に

係
る

経
費
。

2
,
7
0
4
,
0
0
0円

は
市

町
村

課
か

ら
の

所
管

換
配
当

事
 
業
 
名

予
　

　
算

　
　

現
　

　
額

支
出

済
額

（
決

算
額
）

Ｂ

翌
年
度

繰
越
額

Ｃ

差
引

残
額

（
不

用
額
）

Ａ
-
Ｂ
-
Ｃ

執
行
率 B
/
A

事
業

計
画

と
実

績
・

成
果
、

不
用

額
の

理
由
等

目
　
計

合
　
計
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８
 
予
備

費
の
充

用
調

べ
 

 
該

当
な

し
 

 ９
 
繰
越

関
係
調

べ
 

（
１

）
継

続
費
逓

次
繰
越

調
べ
 

 
 

 
該

当
な

し
 

 （
２

）
繰

越
明
許

費
調

べ
 

 
 

 
該

当
な

し
 

 （
３

）
事

故
繰
越

調
べ
 

 
 

 
該

当
な

し
 

 １
０
 
収

入
証
紙

取
扱
調

べ
 

○有
 

・
 
無
 

１
１
 
現

金
の
取

扱
状

況
 

（
１

）
現

金
取
扱

状
況
 

 
該

当
な

し
 

 （
２

）
つ

り
銭
の

状
況
 

 
 

 
該

当
な

し
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１
２
 
財

産
に
関

す
る
調

べ
  

（
１

）
公

有
財

産
 

ア
 
土
 

地
 

（
令

和
３

年
３
月

３
１
日

現
在

）
 

行
政

・
普
 

通
財

産
の
 

区
 

 
分
 

機
関

名
又

は
 

施
設

名
等
 

所
 
在
 

地
 

前
 
年
 

度
 
末
 

本
 
年
 

度
 
異

 
動
 

状
 
況
 

本
 
年
 

度
 
末
 

備
 考

 

面
積
 

（
㎡
）
 

価
額
 

（
円
）
 

増
減
 

別
 

異
動
日
 

 

面
積
 

（
㎡
）
 

価
額
 

（
円
）
 

増
減

理
由
 

 

登
 
記
 

年
月
日
 

面
積
 

（
㎡
）
 

価
額
 

（
円
）
 

 

行
政

財
産
 
（

内
訳

）
 

 

 
8
1
,1
8
0
.4
0
 
1
0
1,
2
6
2,

2
23
 

増
加
 

R
 

 
 
 

R
 

3
7
,1
8
0
.4
 
1
0
1,
2
6
2,

2
23
 
 

減
少
 

R
3
.1
.
1
4 

4
4
,0
0
0 

 
錯

誤
 

R
 

計
 

 
 

8
1
,1
8
0
.4
0
 
1
0
1,
2
6
2,

2
23
 
 

 
4
4
,0
0
0
 

 
 

 
3
7
,1
8
0
.4
 
1
0
1,
2
6
2,

2
23
 
 

普
通

財
産
 
（

内
訳

）
 

 

 
2
9
,0
1
8
.2
3
 

不
明
 

増
加
 

R
 

 
 
 

R
 

2
8
,9
8
1
.0
1
 

不
明
 
 

減
少
 

R
3
.2
.
2 

3
7
.2
2
 

 
錯

誤
 

R
 

計
 

 
 

2
9
,0
1
8
.2
3
 

不
明
 
 

 
3
7
.2
2
 

 
 

 
2
8
,9
8
1
.0
1
 

不
明
 
 

合
 
計
 

 
 

1
1
0,
1
9
8.

6
3
 
1
0
1,
2
6
2,

2
23
 
 

 
4
4
,0
3
7
.2
2
 

 
 

 
6
6
,1
6
1
.4
1
 
1
0
1,
2
6
2,

2
23
 
 

 

イ
 
建
 

物
 

（
令

和
３

年
３
月

３
１
日

現
在

）
 

行
政

・
普
 

通
財

産
の
 

区
 

 
分
 

機
関

名
又

は
 

施
設

名
等
 

所
 
在
 

地
 

前
 
年
 

度
 
末
 

本
 
年
 

度
 
異

 
動
 

状
 
況
 

本
 
年
 

度
 
末
 

備
 考

 

面
積
 

（
㎡

）
 

価
額
 

（
円

）
 

増
減
 

別
 

異
動

日
 

 

面
積
 

（
㎡

）
 

価
額
 

（
円

）
 

増
減

理
由
 

 

登
 
記
 

年
月

日
 

面
積
 

（
㎡

）
 

価
額
 

（
円

）
 

 

行
政

財
産
 
 

 
1
0
,0
6
4
.9
0
 

3
4
9,
3
2
8,

7
75
 
増

加
 

R
 

 
 

 
R
 

1
0
,0
6
4
.9
0
 
3
4
9,
3
2
8,

7
75
 
 

減
少
 

R
 

 
 

 
R
 

（
内

訳
）
 

八
頭

庁
舎
 

八
頭

郡
八

頭

町
郡
家

10
0 

3
,
59
2
.
61
 

0
 
増

加
 

R
 

 
 

 
R
 

3
,
59
2
.
61
 

0
 
 

減
少
 

R
 

 
 

 
R
 

計
 

  

 
1
0
,0
6
4
.9
0
 

3
4
9,
3
2
8,

7
75
 
 

 
 

 
 

 
1
0
,0
6
4
.9
0
 
3
4
9,
3
2
8,

7
75
 
 

合
 
計
 

 
 

1
0
,0
6
4
.9
0
 

3
4
9,
3
2
8,

7
75
 
 

 
 

 
 

 
1
0
,0
6
4
.9
0
 
3
4
9,
3
2
8,

7
75
 
 

 ウ
 
山
 

林
 

 
該

当
な

し
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エ 不動産売却等 

   該当なし 

 

オ 財産の交換 

   該当なし 

 

カ 動 産（船舶、浮標、浮桟橋、浮ドック、航空機） 

   該当なし 

 

キ 物 権 

   該当なし 

 

ク 無体財産権（特許権、著作権、商標権、実用新案権等） 

（ア）異動状況 

    該当なし 

 

（イ）出願及び登録の状況 

    該当なし 

 

（ウ）活用の状況 

    該当なし 

 

ケ 有価証券 

 該当なし 

 

コ 出資による権利 

 

（令和３年３月３１日現在） 

区  分 

前年度末 

（数量、金

額） 

本 年 度 中 本年度末 

（数量、金

額） 

法 人 名 備 考 
増 減 

（一財）建設業情報管

理センター出資金 

2,190,000   2,190,000 （一財）建設業

情報管理セン

ター 

 

鳥取県土地開発公社出

資金 

10,000,000   10,000,000 鳥取県土地開発

公社 

 

合  計 12,190,000   12,190,000   

 

（２）金券類の保有状況 

ア 金券の保有状況 

○有  ・ 無 

 

イ タクシーチケットの保有状況 

（令和３年３月３１日現在） 

前年度末未使用枚数 
本  年  度  中 

本年度末未使用枚数 
購 入 枚 数 使用枚数及び金額 

69枚 

 

20枚 

 

18枚 71枚 

（うち：1枚誤記、6枚失効) 91,000円 
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（３）基 金 

  該当なし 

 

（４）債 権 

（令和３年３月３１日現在） 

債権の名称 
前年度末 

本  年  度  中 
本年度末 

備 考 増 減 

金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 

行政財産使

用料 

円 

91,500 

 

5 

円 

 

 円 

△25,500 

 円 

66,000 

 

5 

鳥取県土、

八頭県土、

日野県土 

国有財産使

用料 

 

307,093 

 

4 

 

2,100 

 

1 

 

△146,580 

 

1 

 

162,613 

 

4 

米子県土 

財産貸付収

入 

 

344,462 

 

3 

 

1,542 

  

△293,880 

 

1 

 

52,124 

 

2 

県土総務課 

八頭県土 

合  計 743,055 12 3,642 1 △465,960 2 280,737 11  
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１
３
 
財

産
の
貸

付
け
及

び
使
用

許
可
調

べ
 

（
１

）
土

地
及
び

建
物
 

ア
 
土
 

地
 

行
政

・
普
 

通
財

産
の
 

区
分
 

貸
 

 
付
 

(
使
用

許
可

) 

目
 

 
的
 

所
 
在
 

地
 

数
 量

 

又
 は

 

面
 積

 

貸
 

 
付
 

(
使
用

許
可

) 

年
 月

 日
 

当
初

貸
付
 

(
使
用

許
可

) 

年
 月

 日
 

貸
 

 
付
 

(
使
用

許
可

) 

期
 

 
間
 

貸
付

（
使

用
）
料

（
円
）
 

貸
付

（
使

用
許
可

）
先
 

備
 

 
考
 

単
価
 

本
年

度
の
 

貸
付
(
使
用

)料
 

住
 

 
 

所
 

氏
 

 
 

名
 

行
政

財
産
 
鳥

取
県
発

注

工
事

に
伴

う

現
場

事
務

所

兼
資

材
置

き

場
 

米
子

市
灘

町
一
丁

目

1
2
6
番

2、
12
7
番

3 
1
9
3.
1
9 

R
2
.1
.
6 

R
2
.1
.
6 

R
2
.1
.
6
か

ら

R
2
.1
1
.
30

ま

で
 

  

年
額
 

1
8
2,
5
5
0 

米
子

市
八

幡
4
86

番
地

1
 

 
 

株
式

会
社

み
た
こ

土
建
 

 
 

代
表

取
締

役
 
美

田
 
耕

一
郎
 

 

鳥
取

県
発

注

工
事

に
伴

う

現
場

事
務

所

兼
資

材
置

き

場
 

 
 

米
子

市
灘

町
一
丁

目

1
2
3
番

2、
12
4
番

、

1
2
5
番

2 
 

 

2
3
6.
7
1

 
 

R
2
.1
1
.
2 

R
2
.
1
1
.
2 

R
2
.1
1
.
2
か

ら
R
3.

3
.3
1

ま
で
 

 

  

年
額
 

1
5
1,
0
0
5 

米
子

市
博

労
町
一

丁
目

8
番
地
 

有
限

会
社

岩
崎
塗

装
店
 

 
 

代
表

取
締

役
 
岩

崎
 
浩
 

 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
3
3
3,
5
5
5
 
 

 

普
通

財
産
 
（

元
）
境

港

事
務

所
（

野

積
場

・
岸

壁
）
 

境
港

市
浜

ノ
町

11
2
番

地
先

か
ら

同
市
栄

町
2
0

番
地

先
ま

で
 

2
0
,6
4
3

.
9
7 

H
3
0.
4
.
1 

S
4
3.
4
.
1 

H
3
0.
4
.
1
か

ら
R
10

.
3.

3
1

ま
で
 

 

無
償
 

 

0
 
境

港
市
大

正
町
２

１
５
 

 
 

境
港

管
理

組
合
 

 
 
 

 
 

管
理

者
 

平
井
 

伸
治
 

 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
0
 
 

 

合
 
計
 

 
 

 
 

 
 

 
3
3
3,
5
5
5
 
 

 

 

イ
 
建
 

物
 

 
 

 
該

当
な

し
 

 （
２

）
物

 
品
（

１
品
の

取
得
価

格
が

10
0万

円
以
上

の
も

の
及

び
寄
附

受
納
時

の
評
価

額
が
1
0
0万

円
以
上

の
も
の

）
 

 
 
該
当

な
し
 

 １
４
 
借

受
不
動

産
明
細

調
べ
 

 
該

当
な

し
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１５ 職員駐車場の管理状況調べ 

（１） 管理状況 

  該当なし 

 

（２）減免の考え方（減免を行った場合のみ） 

該当なし 

 

（３）使用料の見直し 

  該当なし 

 

 

１６ 寄附物件の受納状況調べ 

  該当なし 

 

１７ 備品の処分状況調べ 

  該当なし 

 

１８ 現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ 

（１）亡失、損傷の報告状況 

有 ・ ○無  

（２）物品確認の実施状況 

○有  ・ 無 

 

１９ 貸付金等状況調べ 

（１）総括表 

  該当なし 

 

（２）償還状況 

  該当なし 

 

○ 意見、要望等 

 

（１） 業務に関する意見・要望等 

該当なし 

 

（２） 監査委員事務局に対する要望等 

該当なし 
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